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株主メモ

決算情報のご案内
決算情報は、当社のホームページに掲載しております。

http://www.sysken.co.jp/

本　　社
〒860−0832　熊本市中央区萩原町14番45号

電話 096−285−1111（代表）　FAX 096−285−1115

証券会社に口座をお持ちの場合 特別口座の場合

郵 便 物
送 付 先

お取引の証券会社になります。

〒168-8507 
東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

お問合せ先 0120-288-324
（フリーダイヤル）

お 取 扱 店

みずほ信託銀行株式会社
　全国各支店
みずほ証券株式会社
　本店および全国各支店
　‌�プラネットブース（みずほ銀行

内の店舗）でもお取扱いたします。

ご 注 意

未払配当金の支払、支払明
細発行については、右の「特
別口座の場合」の郵便物送
付先・お問合せ先・お取扱
店をご利用下さい。

単元未満株式の買取以外の株式売
買は出来ません。
電子化前に名義書換を失念してお
手元に他人名義の株券がある場合
は至急ご連絡下さい。

事業年度
定時株主総会
基準日
公告方法
株主名簿管理人 

同事務取扱場所 
 

お問合せ先

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月開催
毎年3月31日
日本経済新聞
東京都中央区八重洲一丁目2番1号 
みずほ信託銀行株式会社
東京都中央区八重洲一丁目2番1号 
みずほ信託銀行株式会社 
本店証券代行部



　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第63期第2四半期（平成27年4月1日から平成27年9月

30日まで）における事業の概要につきまして、ご報告申し上げます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますよ

う、お願い申し上げます。

平成27年12月
代表取締役社長　福元　秀典

当社グループの営業の経過及びその成果
　当第2四半期連結累計期間の受注につきましては、総合設備工事の受
注が減少したことにより、受注高は148億3千9百万円（前年同期比
87.3％）、売上高は、総合設備工事の完成工事が増加したものの情報電気
通信工事の完成工事が減少したことにより、117億1千6百万円（前年同
期比92.7％）となりました。
　また、利益につきましては、情報電気通信工事の原価率の上昇や販売費
及び一般管理費の増加などにより、営業損失は1億1千2百万円（前年同
期は営業利益3億6千万円）、経常損失は2千2百万円（前年同期は経常利
益4億8千7百万円）となりましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益
は固定資産の売却による特別利益の計上があり8千3百万円（前年同期比
27.9％）となりました。

第63期第2四半期累計決算の概要� （単位：百万円）

当第2四半期
（第63期）

前第2四半期
（第62期）

前年同期比増減率
（％）

受注高 14,839 17,000 △12.7
売上高 11,716 12,634 △7.3
経常利益 △22 487 －
親会社株主に帰属する
四半期純利益 83 297 △72.1

1株当たり四半期
純利益（円） 6.42 23.31

期末業績予想について
　当社グループの情報通信分野におきましては通信事業者から設備投資の
抑制、より一層の業務の効率化、コストの削減が求められる予測であり、
前年にも増して大変厳しい経営環境になると思われます。
　このような経営環境の中、当社が策定した中期経営計画「Progressive 
SYSKEN2016」（2014年度～2016年度）の基本方針である「コア
事業の受注量を確保し、効率化の徹底」、「トータルソリューションビジネ
スの拡大で売上高の増大」、「グループ会社一体運用による生産性の向上」、
「CSR経営の向上」及び「次世代を担う人材の育成」の5つを経営戦略の柱
とし、収益構造の転換と財務体質の強化を図ってまいります。
　平成28年3月期の連結業績予想につきましては、売上高269億円（前期
比98.9％）、営業利益6億円（前期比87.5％）、経常利益7億5千万円（前
期比84.8％）、親会社株主に帰属する当期純利益6億円（前期比116.3％）
を見込んでおります。

■株主の皆様へ

▍売上高

11,716百万円
7.3％減

▍経常損失

22百万円
前年同期は経常利益487百万円

▍親会社株主に帰属する四半期純利益

83百万円
72.1％減

■ SYSKEN　中期（2014 ～ 2016）経営計画

経 営 ビ ジ ョ ン

基 本 方 針

SYSKENグループは、九州をリードする企業集団として
お客様とともにスマート社会の実現に貢献していく

≪人間力と可能性と創造力を信じて、実践・実行し、輝く未来に向かって前進する≫

CSR経営の向上
（corporate social resposibility） 4

そして1～4を
支えるのは人材であることを踏まえ

次世代を担う人材の育成 5

コア事業の受注量を
確保し、効率化の徹底 1

トータルソリューションビジネス
の拡大で売上高の増大 2

グループ会社一体運用
による生産性の向上 3 目標達成
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◆四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

期　別
科　目

当第2四半期末
（平成27年9月30日現在）

前期末
（平成27年3月31日現在）

（資産の部）

流動資産 8,292 10,279

固定資産 10,584 10,141

有形固定資産 6,089 5,733

無形固定資産 240 248

投資その他の資産 4,253 4,159

資産合計 18,876 20,421

（負債の部）

流動負債 6,858 8,318

固定負債 1,712 1,863

負債合計 8,571 10,182

（純資産の部）

株主資本 9,952 10,005

資本金 801 801

資本剰余金 562 562

利益剰余金 8,621 8,694

自己株式 △32 △52

その他の包括利益累計額 352 233

その他有価証券評価差額金 705 611

退職給付に係る調整累計額 △352 △377

純資産合計 10,305 10,239

負債純資産合計 18,876 20,421

◆四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

期　別
科　目

当第2四半期累計期間
平成27年4月1日～（ 平成27年9月30日 ）

前第2四半期累計期間
平成26年4月1日～（ 平成26年9月30日 ）

売上高 11,716 12,634

売上原価 10,590 11,077

売上総利益 1,125 1,557

販売費及び一般管理費 1,238 1,196

営業利益又は営業損失（△） △112 360

営業外収益 102 144

営業外費用 12 17

経常利益又は経常損失（△） △22 487

特別利益 214 22

特別損失 － 25

税金等調整前四半期純利益 191 484

法人税等 108 187

四半期純利益 83 297

親会社株主に帰属する四半期純利益 83 297

◆四半期連結キャッシュ・フロー計算書

期　別
科　目

当第2四半期累計期間
平成27年4月1日～（ 平成27年9月30日 ）

前第2四半期累計期間
平成26年4月1日～（ 平成26年9月30日 ）

営業活動によるキャッシュ・フロー △333 430

投資活動によるキャッシュ・フロー △469 △572

財務活動によるキャッシュ・フロー △68 △257

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △871 △399

現金及び現金同等物の期首残高 2,591 2,816

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,720 2,417

■四半期連結財務諸表（要旨）

（単位：百万円）

◆業績の推移
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▌受注高 ▌売上高 ▌営業利益

▌経常利益 ▌親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 ▌1株当たり四半期（当期）純利益

▌総資産 ▌純資産 ▌自己資本比率

■ 中間 　■ 期末 ■ 中間 　■ 期末 ■ 中間 　■ 期末

■ 中間 　■ 期末 ■ 中間 　■ 期末 ■ 中間 　■ 期末

■ 中間 　■ 期末 ■ 中間 　■ 期末 ■ 中間 　■ 期末

（単位：百万円）（単位：億円）（単位：億円）

（単位：円）（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：％）（単位：百万円）（単位：百万円）

※グラフに記載の数値について、青字は第2四半期累計期間、黒字は通期を表しています。

■財務ハイライト（連結）
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■役　員　（平成27年9月30日現在）

株　　　主　　　名 持 株 数 持株比率
（千株） （%）

SYSKEN従業員持株会 1,149 8.77

第一生命保険株式会社 1,001 7.64

日本生命保険相互会社 792 6.04

株式会社肥後銀行 598 4.57

みずほ信託銀行株式会社 435 3.32

住友生命保険相互会社 403 3.07

西部電気工業株式会社 281 2.14

株式会社ミライト・テクノロジーズ 260 1.98

株式会社りそな銀行 259 1.97

西通建協力企業持株会 226 1.73

（注）持株比率の計算において、自己株式（102,671株）を控除しております。

■発行可能株式総数

■発行済株式の総数

■株主数

■大株主

48,400,000株

13,100,000株

1,459名

設 立 年 月 日

発行可能株式総数

発行済株式の総数

資 本 金

事 業 内 容

上場証券取引所

本 店

支 店

支 社

従 業 員 数

U R L

昭和29年9月10日

48,400,000株

13,100,000株

801,000,000円

電気通信設備の設計・施工・保守・コンサルタント
情報通信（PBX、OA）工事、メンテナンス
ネットワークソリューション事業
グループウェア、各種システム開発
LAN、WANイントラネット構築
各種通信機器、OA機器販売
インターネットプロバイダー
再生可能エネルギー発電事業
Wi-Fiシステム

「くまもと無料Wi-Fi」設置協力事業者

東京証券取引所市場第二部
福岡証券取引所

〒860－0832
熊本市中央区萩原町14番45号
電話 （096）285－1111（代表）

福岡・北九州・長崎・佐賀・熊本・大分・
宮崎・鹿児島・広島・関西

東京

594名

http://www.sysken.co.jp/

◦
◦
◦
◦
◦
◦
◦
◦
◦
◦

代表取締役社長 福 元 秀 典

常 務 取 締 役 東 　 伸 之

常 務 取 締 役 齊 藤 　 琢

取 締 役 亀 澤 知 昭

取 締 役 岩 下 鉄 雄

取 締 役 梅 田 敏 雄

取 締 役 尋 木 清 人

取 締 役 村 上 一 成

取 締 役 寺 守 浩 一

取 締 役 吉 田 順 一

取 締 役 相 談 役 柏 尾 敬 秀

※1 取 締 役 竹 中 　 潮

※1 取 締 役 後　藤　久美子

※2 常 勤 監 査 役 西 　 亮 至

常 勤 監 査 役 片 渕 康 文

※2 監 査 役 福 田 　 稠

■株式の状況　（平成27年9月30日現在） ■会社の概要　（平成27年9月30日現在）

注：※1は社外取締役です。
　　※2は社外監査役です。

◆所有者別株式数分布状況　（単位：千株）

◆地域別株式数分布状況　（単位：千株）

金融機関
4,526

（34.55％）

証券会社　
120 （0.92％）

個人・その他
6,839

（52.20％）

外国人
6 （0.04％）

自己株式
102 （0.78％）

その他国内法人　
1,504 （11.48％）

合計
13,100

関東
4,616

（35.24%）

中部　437 （3.33%）
近畿　1,040 （7.94%）

中国　254 （1.94%）四国　69 （0.53%）

北海道・東北　35 （0.26%）
自己株式　102 （0.78%）

国外　2 （０．０1%）

九州・沖縄
6,541

（49.93%）
合計

13,100
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